予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：消防費　目：消防指導費　　　
	事業名　消防団員確保対策キャンペーン事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　知事直轄　危機管理部門　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp　　　
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　危機管理部　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　　　                         E-mail： c11193@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　        　　5,000千円（前年度予算額：  5,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	2,900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,900


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・人口減少社会を迎え、消防団員の確保に苦慮する地域が増加する中、自治
会組織や消防団における団員勧誘の実効性を上げるため、若年層、機能別
団員をキーワードに、市町村と連携協力、「消防団員確保キャンペーン」
として、ＰＲなどの広報活動を中心に事業を展開し、消防団を知ってもら

うための啓発活動に取り組む。
（２）事業内容

　　○「コンビニ広告」の実施
・国の消防団員入団促進キャンペーン（１～３月）にあわせ、市町村で入団
勧誘が行われる時期に、若年層に効果的に訴求できるよう、県とコンビニ
エンスストア各社の包括協定に基づくコンビニ各店舗での広告を実施し、
若年層にターゲットを絞った啓発を行う。
○消防団読本の増刷・配布
・将来の消防団の担い手である高校生(３年生)に消防団について、分かりや
すく伝え、消防団員確保の一助となる普及啓発資料として、今年度、「消
防団読本」を作成・配布した。次年度も、次の年代である県内の全高校３年生を対象に配布、継続した啓発を実施することで、一層の入団促進を図る。
○圏域別消防団員確保対策の実施
・県、市町村が連携して団員確保に取り組むにあたり、５圏域で振興局主催
の「消防団員確保対策協議会」を開催。消防団員確保キャンペーンなど、
それぞれの地域の実情に応じた機能別団員の導入や、連携啓発策等につい
て情報交換及び協議を実施し、若者が消防団に入団しやすい環境づくりを
推進する。
○映画「ふるさとがえり」ＤＶＤ購入・配布
・映画「ふるさとがえり」のＤＶＤを県が購入。「消防団読本」同様の目

的を持って、県内の全高等学校へ寄贈し、高校生に鑑賞を促す。鑑賞する

機会を創出することで、消防団に対する理解を醸成(きっかけを作ること)

し、入団促進の一助とする。

○事務費
　　・消防団員確保対策キャンペーン事業の実施における事務費。入団促進など
の様々な対策に対応できる事務費とする。

（３）県負担の考え方

・団員確保のための自治会組織や市町村（消防団）における団員勧誘の実効
性を上げるために、消防団を知ってもらうＰＲ(広報)活動を県内全域で実
施する。
（４）類似事業の有無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　  313
	圏域別等事務費

	需用費
	　4,240
	広告作成、読本増刷、表彰関係、圏域別等事務費

	役務費
	447
	広告送付、読本配布、圏域別等事務費

	合計
	　5,000
	


	　決定額の考え方　

  ＤＶＤ購入・配布については、必要性を精査し、予算計上を見送ります。



４　参考事項

（１）国・他県の状況

	団体名等
	実施内容

	消防庁
	ＰＲポスター、パフフレット作成・配布等

	愛知県
	広告宣伝チラシ配布等

	三重県
	新聞への広告掲載、啓発物品配布、県内大学へのポスター掲示、バスマスク(三重交通バス58台に広告掲載)


（３）事業主体及びその妥当性
・消防組織法では、「市町村消防の原則」の観点から、団員確保を含め、

消防団の管理運営は市町村の責務であるとされ、県は「市町村の消防が

十分に行われるよう」補完的に協力するとされている。また、地方自治法

においては、広域にわたるものを県が処理するとされていることから、本

制度を県下全域で事業展開していくためには、県が主体となるのは妥当で

ある。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　減少傾向にある県内消防団員数を増加させることで、減災に最も必要な自助・共助の両側面を有する消防団の機能を保持し、来たるべき南海トラフ巨大地震等大規模災害時における安全・安心な地域づくりを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人口１０万人当たりの消防団員数
	1,517人
（S44）
	1,023人
（H23）
	1,013人
（H24）
	1,017人
（H25）
	1,006人
（H30）
	101.1％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（1） 「消防団読本」作成・配布
　・消防団について、わかりやすく説明した冊子「消防団読本」を作成し、県内の高校３年生(約19,000人)を対象に配布した。
（2） 圏域別消防団員確保対策協議会の開催
・地域毎の異なる事情に即した消防団員確保対策を実施するため、各市町村の消防団担当者と団員確保の取り組みに対する意見交換を実施
　※5圏域で実施



（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　コンビニ等でのポスター、パンフレットによる広告を実施し、広く消防団に対する認知、理解促進を図った。また、消防団についての読み物「消防団読本」を作成、配布(県内の全高校３年生を対象)し、啓発を行うことで、消防団への入団を促進した。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	地域防災の中核を担う消防団員の確保につながるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	人口１０万人あたりの消防団員数の目標は達成できており一定の成果は現れているものの、県内消防団員は減少傾向にあり、市町村と連携しながら絶えず効果的な対策を検討する必要もある。


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	・ＰＲ、啓発及び配布対象(ターゲット)を限定することにより、事業の効率化を図る。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
近年の社会情勢の変化により、消防団の運営、活動等に様々な影響を及ぼしている。団員数の減少をはじめ、被雇用者団員（サラリーマン団員）の増加・職住分離などによる昼間における消防力の低下、団員の中・高齢層の増加による消防力の低下などの課題の中、団員の確保対策のみならず、消防団の機能維持等に対応した事業の実施が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

若年層にターゲットを絞り消防団の重要性、消防団活動から得られる地域とのつながりについて情報発信し、団員数の増加につなげる。
　また、団員が安全に活動を行えるよう、無線等資機材への補助等消防団に対する補助について国に要望していく。


